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Ⅰ．はじめに
本論文では、障害者が主体性をもって自分た
ちの声をあげる手段として創刊した障害者福祉
新聞を中心に、新聞創刊の経緯と新聞記事の内
容の分析を通して、当時彼らが有していた考え
と、1990年代に紹介される自立生活理念への
着目過程を明らかにする。
1970年代のアメリカで発祥した自立生活
（Independent Living） 理念は、障害者が自分の生
き方を自ら決定する自己決定権を核とする概念
である。自立生活理念は、専門家中心の規範的
なモデルから障害者当事者の人権的なモデルに
障害者福祉政策及びサービス体系の転換を呼び
起こしてきた （Finkelstein ［1991］ 20）。韓国の
障害者福祉は、21世紀転換期を境として従来
の施設受容と保護政策から、障害者の主体的な
生き方を重視する自立生活理念を基本とする政
策へと転換したが、その背景には自立生活理念
の普及が深くかかわっている。2007年に改正
された障害者福祉法と同年に制定された障害者
差別禁止及び救済に関する法律には、いずれも
自立生活の考え方が明確に盛り込まれた （Lee, 
Lee, and Choi ［2007］ 11）。
韓国の国家政策は、1981年の国際障害者年
をきっかけとして、それまでの経済発展重視か
ら福祉の充実へと大きく舵を切った。政府は福
祉国家実現のスローガンを掲げて先進国を標榜
し、障害者受容 （入所） 施設の拡充及び現代化
と低所得在宅障害者への福祉サービス支援など
を行った （リュ・ミオク ［2002］ 25）。
また、長い間軍事政権1）のもとにあった韓国
は、1980年と1987年に大学生や市民を中心と
して展開された民主化抗争 2）を経て、1987年12
月には大統領の直接選挙が実施されるが、一連
の民主化運動は、障害者運動の発展にも影響を
もたらすこととなった （キム・ドヒョン ［2007］ 
41）。
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　本研究では、韓国における自立生活理念の導入に関して、障害当事者がどのような
状況の中で、自立生活理念を受け入れるようになったかを検討した。検討結果は、以
下の通りである。1．障害者問題の解決のため、青年障害者が新聞を創刊し、自らの
声を主張した。2．青年障害者は、当時障害者の入所施設での非人権的な処遇、職業
及び社会への参加制限などの問題に限界を感じていたところ、自立生活理念と出会う。
3．自立生活理念は、当初研究者らによって、海外のプログラムとして紹介された。
しかし、その後国内外の障害当事者によって、従来の障害者保護や差別とは異なる、
障害者の自己決定を尊重する画期的な理念であることが紹介され、韓国での導入の可
能性が高まった。
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障害者運動の発展の成果は、パラリンピック
開催 （1988年） への反対運動3）、さらに障害者
の生存権及び労働権の保障のための心身障害者
福祉法の改正、障害者雇用促進法の制定を求め
る運動となって現れる。一連の運動は障害者に
対する社会的関心を高めることとなった。さら
に1980年代半ばには、韓国障害者連盟 （以下、
韓国DPI） （1986年） をはじめ、障害者関連団体
が結成される （キム・ユンジョン ［1997］ 41）。
一方、1980年代の民主化は、言論の自由を
促進させるきっかけとなり、メディアを活用し
た障害者運動という新たな形態が生まれていっ
た。当時、障害者の情報を発信するメディアは、
障害者団体の機関誌の数紙とラジオ番組「明日
は、青空」が一本ある程度であったが、これら
はいずれも行事を知らせるなどの単純な機能を
持つものであった （Jeon ［2014］ 28）。
しかし、1980年代末になると、障害友権益
問題研究所4）の月刊雑誌「Cowalk」をはじめ、
障害関連の雑誌や新聞が相次いで創刊される。
それは、従来の典型的な形態であったデモとは
異なる、新たな障害者運動であった。2008年
の障害者優先実践本部の言論モニター報告書
は、障害者の情報を発信するメディアが1980
年代末に障害者世論を主導しながら、障害者運
動や障害者福祉を牽引する役割を果たしたこと
を指摘している。
この指摘は、障害者の情報が不十分であった
当時、新たに社会に登場した雑誌や新聞等の障
害関連メディアがいかに大きな影響力をもった
かを示唆している。なかでも、1989年 4 月に
創刊された障害者福祉新聞は、障害当事者が中
心となって発刊した韓国最初の新聞であった。
同紙は、国民からの募金という方式をとった国
内最初の商業新聞 （有価紙） でもあった （チョ
ン・フンユン， 1991）。障害者福祉新聞の創刊は、
韓国の共営放送局であるMBCのドキュメンタ
リー番組「人間時代5）」でも報道された。
障害者福祉新聞は、それまで自身の思いや考
えを発信することのなかった障害当事者が、社
会に対し、さらには同じ障害をもつ国内の仲間
たちに向けて、自らの主張や障害に関する種々
の情報を広く発信する画期的な手段となった。
とりわけ、早くから自立生活理念に着目し、他
に先駆けてこれを紹介することで、韓国におけ
る自立生活理念導入の重要な役割を担った。
自立生活理念に関する従来の研究は、自立生
活という概念や基本哲学の紹介、韓国への適用
などに焦点をあてたものが大半であり、韓国が
自立生活理念にいかに着目し、これを摂取して
きたか、その詳細は明らかにされていない。と
りわけ導入初期において障害者自身が自立生活
をどのように受け止めたかについては、未解明
のままである。しかし、自立生活理念とはまさ
に障害者の主体性を強調するものである以上、
障害者自身が何ゆえ、どのようにこれを理解し、
発信しようとしたのか明らかにすることは極め
て重要な課題である。
先行研究にみられる共通の指摘は、自立生活
理念の研究者による紹介、「ADAの衝撃6）」の
翻訳版の出版による海外情報の流入、また1990
年代後半の日本からの直接的な紹介による自立
生活理念の導入である （チョン・ジョンファ，
2003；チョ・ハンジン， 2004；オ・ヒェギョン，
2009；キム・ジユン， 2015）。1990年代の韓国
では、制度的にも文化的にも先進国とは異なる
状況にあったことから、自立生活の導入は時期
尚早だとする認識もあった （キム・ドンホ，
2001；チョン・ジョンファ， 2003）。一方で、
1990年代後半の自立生活理念の導入において、
韓国において自立生活理念を受け入れる要素が
すでに存在していたと考える研究者も存在する
（キム・ジョンヨル， 2005；キム・ドヒョン，
2007；ノ・グムホ， 2015）。
本研究では、韓国においてもっとも早期に障
害当時者の主張を発信する場となった障害者福
祉新聞に着目し、障害当事者、なかでも新聞発
行に中心的役割を担った人々の考え方はどのよ
うなものであったのか、とくに自立生活理念を
どのように理解し、これを発信しようとしたの
かを明らかにする。
分析方法は文献研究とする。対象時期は、新
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聞が創刊された1989年から、韓国内で自立生活
理念が本格的に紹介されるようになる1990年
代末までとする。主な分析対象は、新聞の社説
362件 （1989年 4 月 （1号）-1999年 4 月 （423号）、
自立生活理念と関連のある記事 （1990-1999） と
する。
Ⅱ．障害者福祉新聞の創刊
1．青年障害者による障害者福祉新聞に対す
る構想と創刊
1980年代初頭の韓国は、新たな軍事政権の
登場により、マルクス主義を基盤とする社会変
革の要求が若い世代を中心に高まっていた。当
時、彼らが主張した社会変革とは、民主化を妨
げる軍事独裁政権を倒し、資本主義が生産する
階級的また抑圧的な社会構造を根本から変化さ
せることであった （キム・ドンチュン ［1990］
31）。
このような考え方は青年障害者にも影響を与
え、青年障害者を意識化・組織化させる。例え
ば、障害問題の原因は個人ではなく資本主義的
矛盾であると主張し、社会構造的な矛盾の打破
を目標に1986年、韓国初の障害者利用施設で
ある韓国小児麻痺協会の正立会館 （1975年設
立） を利用していた青年障害者によって、障害
者問題研究会ウリント7） （以下、ウリント） が
結成される。ウリントは、全国障害大学生の連
合体である全国肢体不自由大学生連合会を始
め、複数の障害者団体と協同し、1988年から
パラリンピックの開催反対運動、障害者福祉法
の改正及び障害者雇用促進法の制定を要求する
運動を展開した。
このように若い世代の障害者たちによる活動
が活発化していくなかで、デモや闘争以外の方
法で社会を変化させようとする新たな青年障害
者たちが現れる。彼らは、障害者問題を社会に
発信し、障害者に対する誤った認識を正すため
の有効な手段をメディアに求めた。こうして
1989年、障害者福祉新聞が創刊される。障害
者福祉新聞の創刊メンバーは以下の通りであ
る。
創刊メンバーは10名で、うち 8 名が障害者、
2 名は健常者であった。当初、新聞創刊を企画
したのは障害のある 8 名の若者たちであった
が、自分たちだけで運営するのは困難であると
気づき、新聞の発行に知識のあった健常者 2 名
を合流させる。当時の状況について、障害者メ
ンバーのひとりであったイ・ソクヒョンは、自
分たちの能力の限界を感じ、これを解決するた
めに新聞の創刊目的に賛同した当時の韓国日報
の記者アン・フィジンを合流させたと述べてい
る。創刊当時放送されたドキュメンタリーでア
ンは、「周りから障害者が発刊する新聞が新聞
であるのかという非難は多くあったが、新聞の
中立性を保つことが私の役割だと考え参加しま
した」と自分の役割について示した （MBC放送
局， 1989）。
障害者メンバー 8 名の内 6 名は補装具を利
用していたが、一人で移動可能な程度であり、
大学の学歴をもつ数少ない身体障害者であっ
た。韓国において1970年代と1980年代の高等
教育に関する統計等の情報はほとんど見られな
いが、当時の大学での入学拒否などの記事を通
して、軽度の身体障害者も大学入学は厳しい状
況であったことが分かる。1976年に大学入学
試験で障害者30人が不合格とされ、父母の会
などの要求によって、大統領の特別指示で合格
とされる事件などがその例である。 
一人を除いた障害者メンバー全員は「大学正
立団」に所属していた。障害をもつ大学生を加
入対象とする大学正立団は、親睦及び人権運動
を目標として1981年に結成された団体である。
大学正立団のうち何人かは1987年に障害者問
題を把握するため、全国規模の日刊紙の障害者
関連記事を集め、資料集を作成するが、それに
より、障害者に対するメディア報道の大半が、
障害者に対する同情か英雄視に偏向している事
実に気づく。そこで1988年 4 月、新聞資料集
の作業をリードしたチョン・ウヨンによって新
聞の創刊が提案され、その旨に賛同したチョ・
グンテ、イ・ソクヒョン、チョ・フィジェなど
と共に同年 5 月には「障害者福祉新聞創刊準備
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委員会 （以下、準備委員会）」を結成する。
新聞の創刊準備は約10カ月間に及び、新聞
発行に対するニーズ調査を実施するとともに、
準備号 3 号 （各 4 面、3 千部） を発行した。し
かし、資金繰りの困難から 3 度にわたる事務室
の移転・縮小や、2 度にわたる新聞創刊の延期
など、創刊までの道のりは平たんではなかった
（MBC放送局， 1989）。
障害者福祉新聞は、1989年 4 月 7 日創刊号の
発行 （2 万 5 千部） から2018年現在まで、紙面
新聞として毎週金曜日に発行されている。創刊
に際して中心的な役割を果たしたチョンは、新
聞創刊の目的は障害者の主体的な意識を牽引し
組織化することにあると指摘した。意識の牽引
と障害者の組織化こそ、障害者問題解決の重要
な糸口であるとチョンは考えたのである （チョ
ン・ウヨン， 1989）。一方、アンが韓国DPIで働
くようになったことと韓国DPIから財政的支援
を受けていたこと等によって会長の職を引き受
けたソン・ヨンウク （1937年～、小児麻痺、弁
護士、韓国DPI会長、韓国小児麻痺協会理事長）
は、創刊号のなかで新聞発行の背景と新聞の性
格を以下のように記述している。
一．障害者の情報を発信する専門のメディア
としての役割を忠実に果たす。韓国の障害者問
題は社会構造的な矛盾に起因することを確信す
る。二．社会の責任のあるメディアとして真実
を伝える。三．私たちが究極的に追求するのは、
障害者と健常者が区別なく共に生きる社会であ
る （19890407， 1号）
すなわち、編集者であるチョンは新聞を問題
解決の手段として考えており、一方、会長である
ソンは情報伝達の中立性確保など新聞としての
機能を重視していた。しかし両者は、社会構造
的な矛盾が障害者と障害者問題を発生させる原
因であるという点で、共通の認識を有していた。
2．新聞の全体的な構成及び基本情報
1989年 4 月の創刊号は、25,000部発行された
が、その後は毎月20,000部が発行される。主な
新聞の購読者は、障害者及び障害者の家族、病
院、学校、福祉実務者、議会、役所、一般企業、
宗教機関等であった。新聞は大田・大邱・光州
など地方の支部を通して郵便発送された （1994
年14支部、2018年現在、22支部）。新聞の購読
料は400ウォンだが、60％の貧困障害者には後
援により無料で配布された。
名前 年齢 障害 小中高 所属 担当
チョ・グンテ 29
肢体障害2級
(小児麻痺、松葉杖、クラッチ）
一般 大学正立団
発行者
2003年死亡
チョン・ウヨン 29
肢体３級
(原因不明、片麻痺)
一般 大学正立団 編集人
イ・ソクヒョン 29
肢体障害１級
(小児麻痺、ブレイス、松葉杖、クラッチ)
一般 大学正立団 営業・組織責任者
ヤン・ヨンジョン 28
肢体障害３級
(小児麻痺、ブレイス)
一般 大学正立団 収載記者
キム・スンオク 27
肢体障害３級
(小児麻痺、補装具使用しない)
一般 大学正立団 収載記者
チョ・フィジェ 26
肢体障害2級
(小児麻痺、クラッチ)
一般 大学正立団 収載記者
クォン・ギョンフィ 26
肢体障害１級
(ブレイス、松葉づえ)
特別支援
学校
大学正立団 事務職員
キム・グムナム 24
肢体障害３級
(小児麻痺、補装具使用しない)
一般 社会福祉協議会 事務職員
キム・ヒョンヨル 25 特になし 一般 ー 写真記者
アン・フィジン 36 特になし 一般
社会福祉協議会
韓国日報記者
経営責任者
現）社長
Table1　障害者福祉新聞の創刊メンバー
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委員会 （以下、準備委員会）」を結成する。
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新聞の会長は、1990年から韓国DPIの会長で
あるソンが2018年現在まで会長として務めて
いる。創刊メンバーのイは、ソンは新年あいさ
つや創刊記念の挨拶を載せる程度であり、新聞
の編集にはかかわっていなかったと述べた 
（イ・ソクヒョン， 2018）。新聞発行者 （チョ・
グンテ） と編集員 （チョン・ウヨン） は1994年
11月まで続けたが、チョンの退職によって、
1994年12月からはイ・イクソブ （1952～2010、
全盲、当時、延世大学の社会福祉学教授）が編
集員となる。当時、アジア太平洋障害者10年
など韓国DPIの活動と関わっていたイは、新聞
の役割について障害者の代弁者でありながら、
新聞の一般的な機能である正当性、普遍性、信
頼性も確保しなければならないと述べていた
（19941125， 271号）。
新聞の版型は、一般新聞のサイズであるタブ
ロイド版で、紙面数は、当初8面を基本とした
が、1996年からは2面増える。ただ、新年号や
5周年記念紙など特別な時に限り、12面で発行
された。
紙面の構成は、割合などは特に決められてお
らず、その時に注目を浴びた記事を扱うという
方式をとっていた。新聞の構成項目は、社説、
小説、週間本紹介、記者コラム、4 カット漫画、
カートゥーン、手話一言学び、隣人便り、読者
の投稿、寄稿、相談室、面ごとの下段広告など
であった。その中、小説は、障害者小説家によっ
て長編小説が、記者コラムは、取材記者が現場
で感じたこと等を短く整理して掲載された。4
カット漫画とカートゥーンには、社会現状を風
刺した内容が表されていた。隣人の便りと読者
の投稿は、障害者関連の仕事をしている人また
は障害者からの寄稿文であり、仕事の紹介や障
害者の生活体験談などが載せられている。寄稿
は、福祉サービス関係者、大学教授、障害者運
動組織代表などから寄稿された記事である。ま
た、毎年12月には新聞社が選定した該当年の
重要記事10件が載せられた。
創刊 5 周年1994年 4 月の記念紙では、専門
性確保及び多様性が提起され、領域中心に新聞
の構成が変わる。既存の社説や漫画などの基本
内容は含みながら、表紙、総合、地方分権化時
代、コラム /文化、特集、小説 /通年企画、リハ
ビリ /インタビュー、通年キャンペーンなどで
分割構成された。総合面に掲載されていた社説
は、一般新聞記事のように事実だけを書くもの
とは異なり、新聞社の意見や編集員の考え方が
表れている主張文である。大体新聞 1 部におい
て一つの社説が掲載されるが、二つの主題で掲
載される場合もあり、1995年と1996年の新聞
でそれがよく見られた。創刊から1994年まで
の社説は、チョ、チョン、イによって作成され 
（イ・ソクヒョン， 2018）、1995年からの情報は
正確ではないが、社説が新聞社の考え方を表す
ものであることを鑑みると、社説作成者が発行
人であるチョと新しい編集員であるイ・イクソ
ブであることが推測される。
新聞創刊 5 周年の1994年末には、続く財政
悪化で職員に給料が出ず、職員が変わるが、編
集局長であるチョは、2003年死亡する直前ま
で新聞社の編集局長として働いた。チョの死後、
会長であるソンとアンによって、現在まで新聞
が続けて発行されている。退職したイ・ソクヒョ
ンは、2002年から現在に至るまで障害専門イ
ンタネットニュースである「Ablenews」を運営
している。
Ⅲ．1990年代障害者福祉新聞が有した考え方
と主張
障害者問題の解決のため自ら企画・創刊した
新聞を通じて、新聞創刊メンバーは何を考えて
いたのか。彼らの考えを検討するため、新聞社
の意思や主張が強く反映されている社説を用い
る。資料は、1989年 4月創刊号 （19890407， 1号）
から1999年 4月 （19990402， 478号） までの10年
間の社説を用いる。
1．現状の障害者問題に対する訴えとその限
界
1989年から1990年代には、1988年のパラリ
ンピック開催や関連法の制定及び改正、障害者
団体の活動、市民活動の生起、国連のアジア太
吳　允煕・岡　典子
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平洋障害者10年 （1993-2002） をはじめとした
国際的な潮流、地方分権化等の影響によって、
多様な主題の記事が掲載された。
Table 2は10年間の社説の主題について示し
たものである。件数の多い順に、政府の政策78
件 （21.5％）、移動権・情報接近権52件 （14.9％）、
障害者施設50件 （13.8％）、雇用49件 （13.5）、
教育29件 （8％）、障害者団体27件 （7.5％） な
どである。ただし、認識や生存権に関しては、
他の主題と絡み合って書かれた場合が多かった
ため、主題ではなく執筆者の意図に着目して分
類した。
社説では各領域での現状の問題に対する情報
公開、指摘、提案の内容が多く書かれている。
1990年代半ば以後、女性障害者問題や接近権
関連市民団体の活動、地方分権化による地方で
の障害者活動などの内容が増えていくが、精神
障害に関連する内容は少ない。
もっとも多いのは政府政策に関する記事で、
1989年に制定された 2 つの法律と1990年代に
制定及び改訂された障害関連法律に関する記事
が多く、法律の内容を説明しながら、問題点を
指摘し、国家が責任を取るべきだと主張した。
次に、接近権・情報接近権に関しては、障害
者の便宜施設について接近権と情報接近権とい
う語を使い分け、前者を移動や便宜施設、後者
をそれ以外の手話・点字・TV視聴、選挙資料
情報などの情報を得る手段と関連するものとし
た。1995年以降は、地方分権化や接近権に対
する内容と、海外政策に関する内容、女性障害
者に関する内容が増加した。従来ほとんど社会
的関心の対象とならなかった女性障害者につい
ては、1995年世界女性大会への女性障害者の
参加や女性障害自助団体の結成及び活動によ
り、二重差別を受けている状況とそれに関する
研究の不足が指摘された。
また、障害者施設に関して、1990年代相次
いで発生した入所施設での事件 （暴力、性的暴
行、私生活侵害、強制労働、監禁、施設内死亡
事件、金銭の流用） 及び障害者入所・利用 （通所）
施設の建設反対、財政資金の流用などの問題に
対して施設の告発、管理監督の強化要請、国家
介入の必要性が強く主張された。
雇用に関しては、1990年代障害者雇用及び
職業リハビリテーションに関する政策において
試行錯誤を重ねる過程にあった。特に、職員
300人以上の企業に対して 2％の障害者雇用が
義務づけられたことへの企業側の反対、障害者
範疇 記事数 （％）
政府政策 78 21.5
接近権・情報接近権 54 14.9
障害者施設 50 13.8
雇用 49 13.5
教育 29 8.0
障害者団体 27 7.5
認識 23 6.4
生存権 9 2.5
国際 8 2.2
国家調整機具 8 2.2
女性障害 6 1.7
障害者政治勢力化 4 1.1
ボランティア 4 1.1
その他（精神障害） 13(1) 3.6
N＝３６２
Table2　1989年−1999年の社説で現れた主題別分類
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雇用のための職種開発及び職業訓練の必要性な
どの内容が多くあった。
このように、社説の半数以上を占めた4つの
主題は、新聞がもっとも関心をもった内容であ
り、それに関する問題意識を多く抱いていた内
容でもあった。社説において同じ問題について
繰り返し訴えていたが、変化への期待ははずれ、
限界を感じていた。
2．障害者問題の生存権と社会問題化、その
限界
社説では、多くの障害者問題を生存権問題と
して捉えており、また、障害者問題が社会構造
的な矛盾から生まれた社会問題であることが主
張されていた。
1990年代には多数の障害関連法の制定及び
改正が行われた。しかし、法律の現実との乖離
や社会環境の未整備、障害者への認識不足等に
より、様々な問題が生じていた。特に、障害者
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者が深刻な生存脅威の状況に置かれていると記
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事をしていた障害者が、未整備で走りにくい道
路や偏見を理由に自殺した事件 （19950310， 284
号） と、1996年の地下鉄のエレベーター設置要
求運動によって、移動権と生存権が関係してい
ることが強調された （19960405， 336号）。さら
に、教育の機会や教育費の保障においても、就
学前障害幼児の教育費が負担できない母親が自
殺した事件が発生したことから、接近権が障害
者家族の生存権につながっていることを強く主
張した。
次に、障害者の問題において一貫して主張さ
れたもう一つは、障害者問題が個人の問題では
なく、社会構造的な矛盾から生じるということ
であった。そういう考え方は、新聞創刊の際設
定した新聞の基本理念であり、1990年代に一
貫して強調されたことである。新聞創刊 5 周年
記念紙においても、編集局長であるチョは、「急
進的発想であったため一時期社会から罵倒され
たが、創刊から 5 年が過ぎたころには障害系の
考えの流れとして否定できない主流の観点と
なっている」 （19940408， 240号） と強調した。
このように、1990年代社説では続いて障害
者問題を社会問題として捉えようとし、それが
国家責任であると主張してきた。しかし、1990
年代半ば以後、その考え方には、障害者問題と
社会問題との構造的な関連性を説明する科学的
な根拠がないことが指摘される。同時に、国家
にすべての責任を転嫁することは、逆に国民や
企業などが責任を放棄することであり、そのた
め社会全体が実践的な対策を考えるべきだと主
張された。
3．人権保障のための具体的な実践方案の不
在
障害者問題を社会問題と捉える考え方のほか
に、障害者問題を捉えるもう一つの観点があっ
た。それは、「人権」である。人権という言葉
は同じ意味として、人権問題・人権観点・人権
保障という言葉で使われており、1990年代初
頭には、人間解放・障害解放・人間回復・人間
化という言葉で、1995年からは障害者は人間
である・人権の原則・当事者人権という言葉で
使用される。
新聞で言われてきた人権の意味は、基本的に
障害者という存在そのものに観点を置く。つま
り、障害者を、福祉政策やサービスが必要な救
済の対象者としてではなく、基本的な権利をも
つ一人の人間として捉える観点である。例えば、
1993年に障害者を対象に地下鉄料金を減免す
るという施策に対し、「障害者を乞食扱いする
ものである」と述べ、障害を理由に料金を減免
することは、障害者を憐れむ対象とする発想だ
と批判されていた （19930205， 183号）。
1990年代半ばからは、「障害者は人間である」
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というフレーズを使い、様々な権利を人権とし
て捉えるべきだと主張した。例えば、幼少期か
らの教育機会と大学入学への同等な機会を得る
権利 （19940812， 257号） や、便宜施設の整備で
障害者が移動手段を選択する権利 （19970509，
389号）、政策樹立の際障害者が参与する権利な
どである （19980108， 420号）。このように、多
様な意味をもつ人権は障害者問題解決のカギと
捉えられていた。
一方で、障害者問題に対する新しい接近が必
要な時期だという指摘と共に、人権という言葉
が持つ限界を指摘する意見もあった。障害者問
題を人権問題と規定するのは当然の本質的な問
題に触れるだけなので、人権以外の具体的な何
かが必要だという指摘がなされ、対策案として
障害者の選択権が出された （19971226， 419号）。
それまで選択権に関しては、移動や情報また教
育での選択する権利の保障が訴えられてきて、
人権保障との関連性は1990年代半ば以後示さ
れるようになった。
そうしたなか、1998年の自立生活の地平が
開かれたという主題の社説では、自立生活運動
がアメリカの選択権保障運動であり、障害者を
人間そのものとして見る基本理念をもっている
と紹介された。この自立生活理念の登場につい
て「障害者人権保障のための理念不在という今
の状況では朗報である」 （19980605， 440号） と
書かれた。それは、今まで主張してきた人権と
いう捉え方が抽象的であったのに対し、自立生
活理念は障害者の自立生活のための具体的な実
践方法をもつという点で、関心の対象となった
のである。
Ⅳ．自立生活理念への着目
1．自立生活理念を巡る1990年代の韓国の
動向
このように新しい対案として考えられるよう
になった自立生活という理念に対して、当時の
韓国社会はどのように考えていたのか。
先行研究にあったように、自立生活理念の導
入が研究者による紹介から始まり、1990年代
後半日本からの支援によって本格的になされ
た。しかしそれだけではなく、本格的に自立生
活理念が導入される以前に、研究者以外の障害
者団体が自立生活理念を伝播しようとする動き
があった。研究者と障害者団体の両者とも主に
自立生活理念を紹介していたが、1990年代後
半に入ると、紹介された自立生活理念の韓国で
の適用可能性を模索するようになる。
まず、研究者による自立生活に関する研究は、
新聞の創刊時期にあたる1988年に登場するが、
少数であった。内容は、アメリカの自立生活理
念を紹介したもの （ソ・ファジャ， 1995；イ・
ウンギョン， 1996；オ・ヒェギョン， 1999；オ・
ヒェギョン， 1999） と、日本の自立生活を紹介
したもの （シン・サンユン， 1988；チョン・イ
ルギョ， 1997） とに大別される。障害者自立生
活という言葉が登場したのは、1988年、日本
の谷口明広 （1986） の「重度身体障害者の自立
生活」が韓国障害者リハビリ協会の雑誌「再活」
に翻訳されて載せられた時である。そこには、
主にアメリカの自立生活関連法律やバークレー
自立生活センターが紹介されており、論文が書
かれた1986年は、最初の自立生活センターが
設立された日本でも自立生活に関する研究は初
期段階にあった （Koh ［2012］ 27）。それ以後、
自立生活に対する動きはあまりなかったが、
1995年からは、留学経験がある研究者 （ソ・ファ
ジャ （1995）、イ・ウンギョン （1996）、チョン・
イルギョ （1997）、オ・ヒェギョン （1999） 等）
による論文においてアメリカと日本の自立生活
が紹介された。ソ・ファジャは韓国について、
障害者の多様な要求により、障害者が自立でき
る体系的な実践が要求される時期であると説明
しながら、地方分権化時代に合わせた新しい地
域福祉サービスの創案が切実であると述べた。
また、従来のリハビリテーションモデルや地域
社会中心リハビリテーション （C.B.R） 事業が提
供者中心であったため、肝心な障害当事者の自
立には関心を持てなかったと指摘しながら、自
立生活が人権回復の実践モデルであると強調し
た （ソ・ファジャ ［1995］ 113）。日本の自立生
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活理念と政策の展開に対して紹介したチョン・
イルギョは、日本に自立の意味が紹介されたの
は1970年代末であり、1985年から自立生活概
念を障害者問題の解決の原動力として適用する
ようになったと述べた （チョン・イルギョ
［1997］ 153）。
一方、障害者団体による自立生活理念への言
及は、主に障害友権益問題研究所、韓国DPI、
正立会館からの機関紙に見られる。1997年以
前は、主に海外の資料の翻訳連載、講演資料の
掲載、ADAの紹介などの方式で自立生活理念
について紹介していた。
1990年12月のCowalk では、日本の全国障害
者解放運動連絡会議の代表である楠敏雄の講演
資料が掲載され、障害からの解放は自立の問題
と関連させて考えるべきだと主張されており、
自立が自らの選択を強調すると書かれていた
（楠， 1990）。また、1991年同紙において、自立
生活に対する訳語として自活という語を使って
いる。
このことから、韓国においてまだ自立生活と
いう語が広く使われてなかったことと、障害者
の問題と自立生活を関連させて考えていなかっ
たことが推測される。
1992年なると、ADAに関する内容が障害者
団体の機関紙によって紹介されるようになる。
1992年 9 月のCowalkでは、ADAが差別を禁止
する人権法として紹介されていた。また、1993
年に韓国DPI により日本の「ADAの衝撃」が
出版された時の翻訳者ソンは、ADAの基本原
理が障害者への平等な人権保障であると述べた
（ソン・ヨンウク ［1993］ 7）。本の著者の一人で
ある八代は、ADAについて「太平洋向こう側
からきた福祉の黒船だ」とし、「絶好の刺激剤
として日本でも全力で受け入れるべきだ」と序
文で話していた （八代 ［1991］ 5-6）。このように
日本の影響により、ADAが紹介されるように
なり、ADAを差別禁止法として受け止めるよ
うになる。
1996年は、自立生活理念がメインテーマとし
て紹介される時期である。Cowalkの1996年 8
月号に、バークレー自立生活運動について書か
れたNo Pity （Joseph p. Shapiro， 1994） が連載さ
れており、また、正立会館の月刊紙「サンエマ
ダン」には、1996年から1998年まで自立生活理
念の基本概念や歴史、哲学などが連載された。
先行研究にもあったように、1997年からは
自立生活理念が本格的に導入されたことを示す
出来事が登場する。既存の障害者福祉に限界を
感じ、新しい対案を模索していた正立会館の職
員とソウル市福祉公務員がバークレー自立生活
センターへの研修を企画した。研修報告書は機
関誌や新聞に掲載され、自立生活運動について
「感銘を受けた」という感想があった （キム・
ドンホ， 1997）。1998年5月に韓国において正
立会館と日本ヒューマンケア協会の共同主催で
第1回韓日障害者自立生活セミナーが開かれ
る。これは3年間のプロジェクトとして企画さ
れ、韓国での全国巡回セミナー、同僚相談、日
本への研修が行われた。これらによって、自立
生活理念の伝播が加速化していく。これは、そ
れまで文字で知っていた情報が、自立生活をし
ている重度障害者を目にしたことにより、自立
生活の可能性を確認したからだと推測される。
福祉連合新聞では、自立生活運動への関心と
伝播が本格化されているとしながら、1999年 5
月から「新しい対案、自立生活運動」という企
画テーマで運動の胎動背景、アメリカの自立生
活運動、日本の自立生活運動、韓国での展望と
いう主題をもって4回連載した。この記事では、
障害者団体の反応について、馴染みのない自立
生活運動を普及するのが先決課題であるという
意見と、自立生活が一つのプログラムに転落し
てしまう恐れがあるという意見が出されている
と述べた。このことから、新しい理念の適用に
対する不安を感じていたことが分かる。
2．「自立生活」に関連のある記事分析
自立生活理念が1990年代全般にかけて紹介
され、1990年代後半からの自立生活理念を障
害者問題解決の新しい対案として認めていっ
た。この流れは、先行研究とほぼ同一であった。
ただ、新聞の特性上、自立生活関連のニュース
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や関係者へのインタビューの掲載、関連する情
報の連載といった方法で紹介されている。
Table 3をみると、自立生活理念と関連のある
記事は、1991年から少しずつ現れ、1998年に
一気に増加する。ところが、1999年の記事は 4
月までしかなかったため、正確な記事の件数が
把握できなかったが、記事の数は少なくないと
推測される。
1991年から1995年までは、直接的に自立生
活について扱った記事より、間接的また関連記
事中の一部分として紹介されていた。例えば、
バークレー大学 3 年の脳性麻痺障害者キム・イ
ンホの話がある。彼は、1991年に学業の環境が
韓国で未整備であったため、高校の時に家族で
アメリカへ移住し、大学の同じ障害学生と共に
便宜施設に対する権利要求活動に積極的に参加
していると書かれていた （19919521， 108号）。
このことから、当時彼らが、自立生活理念につ
いて知っていた可能性もあるが、自立生活理念
の紹介というよりも、バークレー大学の障害学
生支援にもっと興味があったと考えられる。そ
れは、1993年にソウル放送が放送した内容から
もわかる。世界の障害者福祉というテーマで、
アメリカ、ドイツ、ノルウェー、日本が取り上
げられた。アメリカ編では、バークレー大学の
障害学生支援システムを紹介しながら、人権の
回復と平等の実践が良く調和していると説明さ
れた。日本については、体系的な施設福祉が最
高の長所であると述べており、日本の福祉を追
いかけている韓国は注目する必要があると説明
された （19930625， 202号）。ここで、施設の人
権問題が頻繁に起きている当時の韓国におい
て、地域に住むという脱施設よりも施設の人権
問題解決に関心が高かったことが分かる。
1993年には、ADAとアジア太平洋障害者10
年に関する紹介の記事、韓国と日本との連携に
関する記事が掲載される。特に、日本の「ADA
の衝撃」の翻訳版の紹介で、「差別撤廃が中心
理論であるADAは、経済発展主義社会から人
間中心の社会へ転換できる重要な試金石とな
る」という文を見出しで書き、ADAに着目し
て制定可能性を探索している日本について綴っ
ていた （19931015， 271号）。1994年には、日本
が受容しようとしているADAが韓国に導入で
きるのか模索もなされていた （19940218， 233
号）。このことから、自立生活運動を背景とす
るADAの導入の可能性の探索が、自立生活理
念の導入の可能性の探索より先立っていたと考
えられる。そして、先行研究の結果のように
ADAを受容しようとする考えが、ADAの制定
国であるアメリカではなく、日本との交流に
よって生まれたものであったことも分かる。
1996年からは、見出しに自立生活という語
が登場するようになり、自立生活理念の韓国へ
の導入について不安がありながらも、肯定的な
考えをももつようになる。
見出しに自立生活という語が初めて登場した
のは、アメリカの自立生活センター代表とのイ
ンタビュー記事であった。自立生活が自己決定
権を重視するという説明とともに、自立生活セ
年度 件
1991 1
1993 4
1994 6
1995 3
1996 1
1997 6
1998 28
1999．４9) 5
Table3　障害者福祉新聞での自立生活と関連のある記事
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や関係者へのインタビューの掲載、関連する情
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ンターが重度障害者に自立できる方法を教え、
地域で生活するように支援するところであると
いう紹介が掲載された （19960720， 352号）。同
年、編集局長のチョは自立生活運動の理念的な
土台に関してという主題で正立会館の「サンエ
マダン」に寄稿した。チョはその寄稿文で、現
在の韓国が生存権保障を求める運動をするにと
どまっており、他の領域の運動がないため自立
生活運動が導入されるには不適切な状況であり、
時期尚早という意見もあると述べていた。しか
し、それにもかかわらず、自立生活運動が必要
に対して、自立生活理念が徹底的に施設中心で
あった韓国に、脱施設という展望を与える可能
性をもつからだと述べた （チョ・グンテ , 1996）。
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置する可能性に賛同する意見もあると述べた。
そして、既存のリハビリテーション理論が障害
者を社会に適応させる過程であるのに対し、自
立生活理論は障害者が社会で生きるために社会
変化を要求するものだという点で根本的に異な
るとした （19980410， 433号）。これ以降の記事
では、住宅生活、介護サービス、自立生活技術
訓練、法律を通した権益擁護、便宜施設、脱施
設化、情報社会と自立生活、直接支援方式（direct 
payment system） というテーマで掲載された。最
終回の記事では、自立生活センターが単なる施
設ではなく、障害者の自立生活を実現する場で
あり、韓国が導入すべきであると主張した。こ
れを通して、当初の自立生活理念の導入に対し
て不安が薄れ、徐々に肯定的になっていったと
言える。特にこれを象徴するのは、前述の1998
年 5月に開催された、正立会館と日本のヒュー
マンケア協会の第 1回韓日障害者自立生活セミ
ナーである。新聞では、自立生活運動、国内に
正式に紹介という見出しで表紙を飾り、自立生
活運動を障害者問題の新しい地平であるとし
た。しかし依然として、自立生活センターを形
のみ導入することへの懸念の声も記されていた。
Ⅴ．まとめ
韓国における自立生活理念の導入に関して、
障害当事者がどのような状況の中で自立生活理
念を受け入れるようになったか、明らかにした。
1980年代末、青年の身体障害者らは問題解
決のために新聞を創刊し、障害者や社会へ情報
を発信して、訴え及び提案などを行った。1990
年代当時の福祉問題、社会問題化と人権観点へ
の着目などに限界を感じていた時、海外からの
自立生活理念が紹介される。自立生活理念は
ADAなどを通して断続的に紹介されたが、結
局差別を禁止するものや、施設の対案としてし
か捉えられず、その韓国への導入可能性への模
索には至らなかった。しかし1997年から、自
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立生活をしている重度の障害者を直接目にして
から、自立生活理念に対する韓国での適用可能
性に気づかされる。理念の本質が薄れることへ
の不安もあったが、彼らは自立生活理念が障害
者問題の解決策とであることを確信するように
なる。
以上の障害者の自立生活理念への着目過程の
検討は、現在韓国に形成されている自立生活理
念を理解する際の、重要な基礎資料となる。今
後、自立生活理念の導入以前に、すでに韓国の
社会に自立生活と類似する考えの因子があった
（ノ・グムホ ［2015］ 9） という主張をもとに、
自立生活理念が紹介される時期を詳しく検討し
たい。
註
1 ） 韓国の「625戦争」 （日本で朝鮮戦争と呼ばれ
る） 以降、1961年パク・チョンヒ （朴正煕） 将
軍のクーデターにより、軍事政権が誕生され、
1979年まで続いた。1979年12月朴が暗殺され
ると、朴の側近であった1981年ジョン・デユ
ファン将軍による軍事政権が始まる （鄭喜慶 
「2012」 20）。
2 ） ジョン・デユファン軍事政権を反対する大学
生、労働者、青年たちによって民主化運動が
始まり、1987年の間接選挙で選出されたジョ
ン政権の非民主性を非難し、直接選挙制を主
張した韓国全土で行われた反政権運動である 
（チョン・サンチョル ［2003］ 99-100）。
3 ） 1981年オリンピックとパラリンピック誘致に
成功した韓国政府は、障害者に対する便宜施
設の拡充と入所施設の近代化を発表した。そ
れに対して、青年障害者らは見せかけのパラ
リンピックに反対する運動を行い、実際的な
生存権保障を要求した。
4 ） 障害友権益問題研究所は、健常者と障害者の
友情に基づく連帯 （Solidarity of friendship） を前
提として、障害者の権益の獲得を目指した団体
である （障害友権益問題研究所ホームページ）。
5 ） 人間時代は一般庶民の人生を描くドキュメンタ
リー番組であって、週 1 回、40分放送される。
1989年4月17日の「ヤン・ヨンジョン記者の
創刊日記」の題目で放送された。
6 ） 「ADAの衝撃」は、1991年八代英太をはじめ
とした15名によって、ADA （Americans with 
Disabilities Act: ADA） の法律制定過程、自立生
活運動の基本理念、日本への適用方案が書か
れている本である。1992年八代が韓国DPIの
セミナー講師として行った時、韓国DPIの会長
であるソン・ヨンウクに渡され、ソンの韓国
語翻訳により1993年10月に出版された。
7 ） 当時障害のある生徒が通常学校での体育授業を
うけるのは困難であった。正立会館は、学校の
代わりものとして、障害生徒に体育指導を行っ
ていた。ウリントは、正立会館で体育指導をう
け、高教を卒業した障害のある生徒によって結
成された団体である。ウリント （울림터） は、
響きが広がっていく場所という意味である。
8 ） 実名表記に関しては、韓国の障害者運動史に
関わった他の研究論文にも、また当時の新聞
でも実名で記載されてある。しかしながら、
個人情報に配慮し、実名掲載に関しては当時
の中心人物から許可を得っている。今後、韓
国の研究を進めるうえでも重要であるため、
実名で表記する。
9 ） 1999年 5 月以降発行された新聞については、
韓国の国会図書館はもとより、当時新聞発行
者も承知しておらず、所在を明らかにするこ
とができなかったため、今回については、
1994年4月分までの分析とする。
引用文献
チョン・フンユン （1991） 障害友のメディアの現況
と展望 . Cowalk, 4月号. （전흥윤 （1991） 장애우언
론의 현황과 전망 . Cowalk, 4월호 .）
鄭喜慶 （2011） 韓国における障碍人運動の現代史 
―当事者主義の形成過程―. 立命館大学大学院先
端総合学術研究科博士論文, 8-21. 
チョン・イルギョ （1997） 障害者自立生活概念に関
する一考察. 社会福祉政策, 5, 142-153. （정일교
（1997） 장애인 자립생활 개념에 관한 일고찰 . 사
회복지정책 , 5, 142-153.）
チョン・サンチョル （2003） 社会変動と社会運動の
変化―労働運動の衰退と市民社会の成長―. 社会
発展研究, 86-103. （정상철 （2003） 사회변동과 사
회운동의변화 -노동운동의 침퇴와 시민사회의 성
장 -. 사회발전연구 , 86-103.） 
チョン・ウヨン （1989） 障害友のメディアの位相を
確立する. Cowalk, 10月号. （정우영 （1989） 장애우 
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The Launch of the Newspaper, ‘The Handicapped Weekly Korea’, and  
Its Significance on Philosophy of Independent Living in Korea
Yunhee OH* and Noriko OKA**
This study evaluated whether the persons with disabilities accepted the Independent Living 
Philosophy in the context of the introduction of the Independent Living Philosophy. The results are as 
follows: (1) Young generation with disabilities started a newspaper to voice their opinion to solve the 
disability issues, (2) Young people with disabilities encountered the Philosophy of Independent Living, 
as they were challenged by problems such as nonhuman treatment at the residence facilities of people 
with disabilities, and restrictions on job and participation in the society, (3) At first, the Independent 
Living Philosophy was introduced as an overseas program by researchers. However, since then it has 
been introduced by disabled parties both at home and abroad as a revolutionary philosophy that 
respects self-determination of persons with disabilities. This difference from conventional disability 
protection and discrimination increased the possibility of introduction in Korea.
Key words: Philosophy of Independent Living, The Handicapped Weekly Korea, living with disabilities 
in Korea
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